
１ 安全防災・危機管理対策 

(1) 年末年始の輸送等に関する安全総点検 

輸送が繁忙する年末年始に臨み、自主点検等を通じて海上輸送の安全性の向上及び安全意識

の高揚を図るため、管内の旅客船事業者、人の運送をする不定期航路事業者、内航貨物船事業

者に対して、年末年始の輸送等に関する安全総点検を実施した。 

平成２８年度は、以下の５点を最重点課題とし、経営トップから現場まで一体となった下で

の安全性向上等を図ることを目的とした総点検を行った。 

① 法令及び安全管理規程（特に運航基準、乗組員の健康状態及び過労状態の把握）の確実な

遵守状況 

② 安全に関する設備の確実な備付け及び旅客・乗組員・貨物に関する安全対策の実施状況（特

に火災対策（消火器等の点検、避難誘導訓練の実施。）） 

③ テロ防止のための警戒体制の整備状況や乗客等の安心確保のための取組、テロ発生時の通

報・連絡・指示体制の整備状況及びテロ発生を想定した訓練の実施状況 

④ 新型インフルエンザ対策の実施状況 

⑤ 自然災害、事故等発生時の乗客等の安全確保のための通報・連絡・指示体制の整備・構築

状況 

 

年末年始の輸送等に関する安全総点検結果（平成２８年１２月１０日～平成２９年１月１０日） 

 

 

 

 

 

(2) 運輸安全防災・危機管理業務推進本部 

 神戸運輸監理部各部が連携して運輸安全防災・危機管理行政を積極的に展開し、運輸事業者

の安全防災・危機管理に係る取組みを推進することを目的とする運輸安全防災・危機管理業務

推進本部会議を、平成２９年３月１７日に開催し、今年における各種運輸安全業務の総括及び

防災業務計画等の改正にかかる審議を行った。 

 

(3) 防災訓練 

神戸運輸監理部防災業務計画に基づく総合防災訓練を、平成２８年９月６日に実施した。 

平成２８年４月に発生した熊本地震時の経験から、地方運輸局の初動体制、通信連絡体制強

化とリエゾン早期派遣が求められていることを受け、兵庫県西脇市付近を震源とする内陸型地

震の発生を想定した災害対策本部設置訓練、衛星携帯電話等による情報伝達訓練及びリエゾン

派遣にかかる訓練のほか、近畿運輸局と合同で災害対策本部間のテレビ会議演習等を実施し、

 事業者数 船  舶 

 旅客船 貨物船 旅客船 貨物船 

自主点検実施事業者・船舶数 ８３ ７０ １９１ ２１４ 

現地確認実施事業者・船舶数 １４ ０  ２９   ０ 

 



 

 

初動体制の確認と課題解消に努めた。 

このほか、職員の初動対応の習熟を目的とした安否確認訓練（平成２８年４月１９日、１２

月１７日）、避難誘導訓練（平成２８年１１月４日）を実施した。 

 

(4) 運輸安全マネジメントセミナー 

 運輸安全マネジメント制度の普及・啓発、浸透・定着に向け、運輸事業者の安全担当者を対

象として各地方運輸局で開催する「運輸安全マネジメントセミナー」を、平成２８年６月２１

日～２２日に実施し、延べ１１３人が受講した。 

 また、運輸安全マネジメント制度が平成２８年に導入１０周年を迎えたことから、全国の地

方運輸局等で「運輸安全マネジメント１０周年記念セミナー」が開催され、神戸運輸監理部に

おいても平成２８年１０月１１日に実施し、７１名が受講した。 

 

(5) 市民救命士講習会 

災害時における負傷者の救助体制確立のため、神戸運輸監理部で組織する救急救命チームの

職員を対象とした市民救命士講習会を平成２８年５月１２日に開催し、「普通救命コースⅠ」

は１３名、「けがの手当コース」は１４名が受講した。 

 

(6) 大規模災害における災害支援物資輸送に係る実動訓練 

首都直下型地震や南海トラフ巨大地震発生時に円滑かつ確実な支援物資の輸送を実現するた

め、各関係機関における物資の調達及び輸送に関する仕組みを確認し、一連の関係機関の行動

を検証する訓練が実施され、机上通信連絡訓練（平成２８年１２月９日）及び東京港から堺泉

北港堺２区基幹的広域防災拠点を経て阿倍野区役所に至る海上緊急物資輸送実動訓練（平

成２９年２月１日）に、神戸運輸監理部防災担当職員２名が参加した。 

 

(7) 大規模災害における民間船舶を用いた要配慮者の受入れ及び医療実証 

南海トラフ地震を想定し、長期化する避難所生活において健康状態が不安視される要配慮者

を民間船舶に受入れ、生活の場を提供するとともに船内で医療支援を行うことについての検証

が、内閣府主催により神戸港（ジャンボフェリー㈱「りつりん２」）で開催され、神戸運輸監

理部も検討会議（平成２８年１２月～平成２９年３月、計３回）に参画するとともに、平成２９

年２月５日に実施されたフェリーを使った実証では、旅客船事業者との調整に協力した。 

 

 

 

 



 


